
宇土市庁舎建設基本構想 概要版 

 

これまでの検討経緯  

 

 

基本理念・基本方針  

市民の安心・安全を確保するための防災拠点であることはもちろんのこと，市民が交流や集いの場として協

働し，長く親しまれる拠点とするため，庁舎建設の基本理念・基本方針を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１５年１２月 本庁舎耐震診断の実施 

•「震度６強程度の地震では大きな被害を受ける可能性が高い。さらには，複雑な構造が故，耐震補強が困難で
あり改築を勧める」という診断が出された。 

 
平成２３年４～１２月 市役所内部のプロジェクトチームによる検討 

•現状の問題点や新庁舎の機能，規模，建設手法等の検討を行った。 

平成２７年９月～平成２８年１月 宇土市庁舎建設検討委員会の設置 

•学識経験者及び市内団体の代表者等７名からなる検討委員会を設置し，宇土市庁舎建設基本構想（案）につい
て審議が行われた。（全３回） 

 
平成２８年２月 宇土市庁舎建設検討委員会から答申 

•庁舎の在り方については補強ではなく建て替えを行い，また十分に市民参画を図りながら進めていくよう答申
がなされた。 

 
平成２８年４月 宇土市新庁舎建設に関するアンケート調査の実施 

•アンケートを送付した日の夜に熊本地震が発生。宇土市内に在住する満20歳以上の男女2,000人を無作為に抽
出し送付したアンケートの回答者（416人）のうち，７割の方が「防災拠点」として機能を望んでいるとの結
果が出た。 

平成２８年１１月～１２月 宇土市庁舎建設市民ワークショップの開催 

•公募市民，各種団体又は法人の関係者等及び本市職員の計１５名でワークショップを開催し（全４回），新庁
舎に備えるべき機能として必要なものについて様々な意見が出された。 
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市民の安心・安全の拠点となる庁舎 

•防災拠点機能の充実 ・防災学習機能の充実 

利用しやすく親しみを感じる庁舎 

•行政サービス機能の充実 ・自治機能の整備 

•議会機能の整備     ・利便機能，管理機能の整備 

まちづくりの拠点となる庁舎 

•情報の提供，発信機能の充実 ・市民活動支援機能の充実 

環境にやさしい庁舎 

•環境にやさしいエネルギーの導入 



 

新庁舎の機能  

 

防災拠点機能 
の充実 

災害時に，防災拠点としての機能を担うため，災害対策本部室を中心に災害に即座に対応

できる機能を備えた庁舎を目指します。 

災害時に緊急避難所として機能するように，安心して避難できるスペースを設置します。 

市民の安心・安全の拠点となる庁舎 

防災学習機能 
の充実 

市民が集い，防災についても学習できるような機能の充実を目指します。 

利用しやすく親しみを感じる庁舎 

行政サービス 

機能の充実 

一般的な来庁者が庁舎１階で全ての手続を済ませることができるようにします。また，関

連手続きを１ヵ所で済ませることができるような総合窓口の導入を目指します。 

来庁者のプライバシーに配慮し，使いやすい窓口カウンターを設置します。 

子どもを連れた市民が落ち着いて手続を行えるようキッズスペースを設置します。 

自治機能の 

整備 

同じ部に属する部署については，できるだけ同一建物，同一フロアに配置します。執務ス

ペースが変化する場合でも，柔軟に対応できるような設備・レイアウトの導入に努めます。 

参加人数により適切な会議室が選択できるよう，大，中，小の会議室を整備します。 

議会機能 
の整備 

民主的な議会運営を進めていくために必要な議場，全員協議会室，委員会室，議長室等を

整備します。 

利便機能・管理 

機能の整備 

公用車の駐車スペース及び来庁者，職員の利用状況に応じた駐車可能台数を確保します。 

高齢の方や障がいのある方，乳幼児を連れた方でも，安心して，気軽に利用できるような，

段差の解消や多目的トイレ，授乳室の適正な配置など，人にやさしい環境整備を行います。 

閉庁日，夜間の出入管理に対し，徹底したセキュリティーを確保します。 

銀行窓口やＡＴＭ，ドリンクコーナー等の設置を目指します。 

まちづくりの拠点となる庁舎 

情報の提供 

発信機能の充実 
情報公開コーナーの充実を目指します。 

市民活動支援 

機能の充実 

市民が日常的に集い，コミュニティを育む場となるスペース及び機能の充実を目指します。 

芸術作品等の市民ギャラリー・展示スペースなどの充実を目指します。 

市民活動団体が気軽に利用でき，それらの団体同士が話し合える場の充実を目指します。 

環境にやさしい庁舎 

環境にやさしい 

エネルギーの導入 

再生可能エネルギー等の活用により，環境負荷の低減に努めます。 

自然採光を取り入れ，明るい庁舎となるよう配慮します。また，照明の LED 化など省エネ

ルギー化に努めます。 
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新庁舎の位置  

熊本地震で被災した庁舎の再建を行う上で最大限の国の財政支援を受けるためには，現在地での建て替えが

条件になりますので，新庁舎の位置は現在地とします。敷地内の具体的な位置については，駐車場から庁舎へ

の動線などの来庁者の利便性や既存の建物（福祉センター，別館）の有効活用等を踏まえ，下図Ａ，Ｂの２箇

所の候補地の中から今後決定していくこととします。 

 

 

 

新庁舎の規模  

 新庁舎の規模を検討するための，人口・職員数・議員数についての現状と将来推計を基本指標として，３つ

の方法で積算した必要面積は次のとおりです。 

 

 

 

 

 (ａ)地方債査定基準 

（総務省） 

(ｂ)他市の事例に 

基づく算定 

(ｃ)一般単独災害復旧

事業債の査定基準 

必要面積 7,184 ㎡ 7,378 ㎡ 7,660 ㎡ 

  ※（ａ）総務省 地方債査定による基準に市民交流スペース約 500 ㎡を追加した面積を想定しています。 

４ 
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新庁舎の面積は，７，６６０㎡以内とします 

新庁舎の必要面積 

Ａ 

駐
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仮設庁舎 
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事業費及び財源  

庁舎建設に係る概算の事業費を算出するため，現在建設が進められている各市の状況を調査したところ，1

㎡あたりの事業費は，44.5 万円～49.5 万円でした。 

東日本大震災の復興事業や東京オリンピック関連施設建設需要，さらに熊本地震復興事業による人材不足等

のため，今後も建設工事費の高騰が予想されます。本市では建設工事費の上昇も見込み，50 万円／㎡を参考

単価として設定します。 

また，財源については，一般単独災害復旧事業債や庁舎建設基金を活用し，市の負担軽減を図ります。 

7,660 ㎡（新庁舎の規模） × 50 万円／㎡ ＝ 約 38.3 億円 

 

概算事業費  財源内訳 

建設工事費 38.3 億円   庁舎建設基金 11.2 億円  

設計費・工事監理費・備品 

購入費・外構工事費など 
6.0 億円  

 庁舎建設寄付金 0.7 億円  

 一般単独災害復旧事業債 32.4 億円  

合計 44.3 億円   合計 44.3 億円  

※事業費及び財源内訳は今後変更になる場合があります。 

 

今後のスケジュール  

 今後のスケジュールについては次のとおりとします。 

ステップ 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 

基本構想        

基本計画        

基本・実施設計        

建設工事        

供用開始        

解体工事        

外構工事        

建設費高騰の

要因 

       

 

６ 

７ 

★東京オリンピック 

平成 32 年 8 月  
東京オリンピック建設ラッシュ 

※災害からの復興のため財源が必要とされている中，東京オリンピック等の影響により現在，建設費が高騰しています。 

新庁舎の建設においては，可能な限り事業費を抑制できるようなスケジュールで事業を進めていきます。 

 


